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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第90期

第３四半期

累計期間

第91期

第３四半期

累計期間

第90期

第３四半期

会計期間

第91期

第３四半期

会計期間

第90期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日

自　平成22年４月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 4,393,3675,073,7181,594,2251,701,7236,006,526

経常利益又は経常損失
（△）

（千円） △106,898 91,494 11,642 26,777△64,895

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（千円） △45,602 57,758 46,206△13,730△24,535

持分法を適用した場合の
投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 2,394,3982,394,3982,394,398

発行済株式総数 （千株） － － 62,280 62,280 62,280

純資産額 （千円） － － 1,657,3191,735,1141,675,217

総資産額 （千円） － － 4,550,4174,749,7564,563,453

１株当たり純資産額 （円） － － 26.65 27.90 26.94

１株当たり四半期純利益
金額又は四半期（当期）
純損失金額（△）

（円） △0.78 0.93 0.78 △0.22 △0.41

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 36.4 36.5 36.7

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 93,522 61,575 － － 216,241

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 75,770△85,212 － － 32,620

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △193,817233,193 － － △205,983

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － － 613,274890,248680,677

従業員数 （人） － － 171 158 168

(注) １　当社は連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は子会社及び関係会社を有していないので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しており

ません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第90期第３四半期累計期間及び第91期第３四半

期会計期間並びに第90期においては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第90期第３四半期会計期間及び第91期第３四半期累計期間

においては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

また、当社は関係会社を有しておらず、その異動はありません。

　
　

３ 【関係会社の状況】

当社は関係会社を有していないので、連結財務諸表は作成しておりません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(人) 158　

(注) １　従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社は生産活動を行なっておりませんので、該当事項はありません。

　

(2)　受注実績

当社は受注から役務の提供までの期間が短期間のため記載を省略しております。

　

(3)　取扱実績

当第３四半期会計期間における取扱実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 取扱高（千円） 前年同四半期比（％）

　　港湾運送事業 1,626,965 －

　　自動車運送事業 71,605 －

　　その他 3,152 －

　　　　　　合計 1,701,723 －

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて、下記事項を除き、重要な変更はありません。

文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

継続的な営業損失の計上について

当社は、前事業年度まで３期連続営業損失を計上しておりました。四半期会計期間での推移では、前事業年

度第３四半期会計期間以降は営業利益に転換しており、当第３四半期会計期間においても営業利益を計上

しております。当事業年度においても引続き営業推進、経費削減に注力し、営業利益を計上できる見通しで

あり、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は解

消され、存在しておりません。

　
　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）における我が国経済は、大企業を中

心に業績の顕著な回復がみられたものの、中堅中小企業においては低迷から脱しきれない企業も多い状況

であります。

当社は前事業年度から採算性の低い賃借施設の返還、人件費の削減による収益改善を推進し、営業収入

の回復とともに、前事業年度第３四半期会計期間以降は黒字体質に転換いたしました。当第３四半期会計

期間の営業収入は、前年同会計期間比+107,497千円（+6.7％）の1,701,723千円となりました。

厳しい環境の中でも本業の業績は堅調に推移しております。当第３四半期会計期間で特別損失として

株価の低下による投資有価証券評価損41,445千円を計上しました。当社は投資有価証券の評価方法として

四半期洗替え法を採用しており、今事業年度末に期末日現在の時価で再評価いたします。

この結果、当第３四半期会計期間の営業利益は30,124千円、経常利益は26,777千円、四半期純損失は

13,730千円となりました。前第３四半期会計期間と比較すると、営業利益は16,993千円、経常利益は15,134

千円の増加、四半期純利益は59,937千円の減少となりました。

　

当第３四半期会計期間のセグメントごとの営業収入（セグメント間の内部売上高又は振替高を除く）

は、港湾運送事業1,626,965千円、自動車運送事業71,605千円、その他3,152千円で、それぞれ、95.6％、

4.2％、0.2％を占めております。セグメント利益（営業利益）は、港湾運送事業116,908千円、自動車運送事

業6,736千円、その他3,196千円を計上しております。

　

(2)　財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期会計期間末における流動資産は 2,569,021千円となりました。前事業年度末比278,803千

円（12.2％）増加しております。これは現金及び預金の増加228,770千円、立替金の増加53,168千円等に

よるものです。

（固定資産）

当第３四半期会計期間末における固定資産は 2,168,874千円となりました。前事業年度末比88,775千

円（3.9％）減少しております。これは建物（純額）の減少21,785千円、車両運搬具（純額）の減少

13,232千円、投資有価証券の減少10,130千円等によるものです。

（流動負債）

当第３四半期会計期間末における流動負債は 1,785,146千円となりました。前事業年度末比133,146千

円（6.9％）減少しております。これは未払金の減少102,794千円、営業未払金の減少31,686千円等による

ものです。

（固定負債）

当第３四半期会計期間末における固定負債は 1,229,495千円となりました。前事業年度末比259,553千

円（26.8％）増加しております。これは長期借入金の増加224,456千円、退職給付引当金の増加51,055千

円等によるものです。
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（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産は 1,735,114千円となりました。前事業年度末比59,896千円

（3.6％）増加しております。これは繰越利益剰余金の増加57,758千円、その他有価証券評価差額金の増

加2,155千円等によるものです。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前四半期会計期間末より99,854千円増加し、

890,248千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは 25,829千円（前年同四半期比

（△155,320千円）となりました。これは減価償却費31,765千円の計上、立替金の減少20,466千円及び賞

与引当金の減少27,250千円等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは △33,831千円（前年同四半期

比+20,830千円）となりました。これは投資有価証券の取得による支出△27,478千円、投資有価証券の売

却による収入11,274千円及び有形固定資産取得による支出△18,909千円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは 107,842千円（前年同四半期比

+44,913千円）となりました。これは借入金の純増112,110千円等によるものです。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、ここ数年における当業界のビジネス環境の変化を鑑みると、当社を取り巻く事業環境は、更に

厳しさを増すことが予想されます。当社としましては、如何なる状況においても対応可能な企業体制の確

立とそれを担う人材の育成が急務となっております。
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第３ 【設備の状況】

(1)主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成22年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 62,280,394 62,280,394
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株
であります。

計 62,280,394 62,280,394－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

株主総会の特別決議日（平成16年6月29日）

　
第３四半期会計期間末現在

(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 678　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 678,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり 110

新株予約権の行使期間 平成18年7月1日～平成23年6月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　1株当たり 110

資本組入額　1株あたり  55

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）　１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権の行使の条件

（１）各新株予約権の一部行使はできないものとする。ただし、当社が１単元の株式の数を減少し

た場合には、減少後の１単元またはその整数倍の数の株式を目的として、新株予約権の一

部を行使できるものとする。
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（２）新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、従業員、顧問の地位にあることを要

す。ただし、行使期間の開始前に任期満了による退任、定年退職した場合、平成18年7月1日

から1年以内に限り新株予約権を行使できるものとする。

（３）新株予約権者は、行使期間中に当社の取締役、従業員、顧問を任期満了による退任、定年退職

した場合、当該退任、退職の日から６ヶ月以内に限り新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合においても、行使期間を超えて新株予約権を行使できないものとする。

（４）（２）及び（３）は、新株予約権者である取締役が当社の完全子会社またはそれに準ずる

当社の非上場子会社の取締役に就任するために取締役を退任し、当社の顧問に就任した場

合、及び新株予約権者である従業員、顧問が当社の取締役に就任するために退職、退任した

場合には適用されないものとする。

（５）その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権

者との間で締結する契約に定めるものとする。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成22年12月31日 ─ 62,280,394─ 2,394,398─ 314,304

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

平成22年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 92,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,103,00061,103 －

単元未満株式 　 1,085,394 － －

発行済株式総数 　 62,280,394 － －

総株主の議決権 　 － 61,103 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権

　　　　　　12個）含まれております。

　　　　２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式669株が含まれております。

②　【自己株式等】

平成22年9月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 大阪市西区西本町 　 　 　 　

株式会社大運 1-10-10 92,000 － 92,000 0.15

計 － 92,000 － 92,000 0.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高(円) 45 41 36 34 33 32

最低(円) 36 33 31 30 28 27

　

　
月別 平成22年10月 11月 12月

最高(円) 30 32 33

最低(円) 26 26 30

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期

間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四

半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）

に係る四半期財務諸表について、また、当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日ま

で）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、かがやき監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

　　当社は子会社を有していないので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,304,348 1,075,577

受取手形 ※２
 9,126 2,741

営業未収入金 838,622 875,320

立替金 332,353 279,184

未収還付法人税等 7,976 －

その他 90,318 72,367

貸倒引当金 △13,724 △14,975

流動資産合計 2,569,021 2,290,217

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 237,798 259,584

構築物（純額） 3,160 3,434

機械及び装置（純額） 37,743 46,660

車両運搬具（純額） 92,928 106,161

工具、器具及び備品（純額） 14,630 13,638

土地 576,183 576,183

リース資産（純額） 38,014 39,206

有形固定資産合計 ※１
 1,000,459

※１
 1,044,868

無形固定資産

のれん 453,879 474,827

その他 25,955 33,565

無形固定資産合計 479,834 508,393

投資その他の資産

投資有価証券 535,607 545,738

差入保証金 93,035 88,693

その他 380,897 391,321

貸倒引当金 △320,959 △321,364

投資その他の資産合計 688,580 704,388

固定資産合計 2,168,874 2,257,650

繰延資産

株式交付費 11,860 15,585

繰延資産合計 11,860 15,585

資産合計 4,749,756 4,563,453
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(単位：千円)

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※２
 64,413 73,471

営業未払金 562,051 593,737

短期借入金 495,500 489,000

1年内返済予定の長期借入金 461,281 445,781

未払金 67,373 170,167

未払法人税等 14,333 30,471

その他 120,194 115,664

流動負債合計 1,785,146 1,918,293

固定負債

長期借入金 931,828 707,371

退職給付引当金 189,242 138,187

その他 108,425 124,383

固定負債合計 1,229,495 969,942

負債合計 3,014,642 2,888,235

純資産の部

株主資本

資本金 2,394,398 2,394,398

資本剰余金

資本準備金 314,304 314,304

その他資本剰余金 433,706 433,800

資本剰余金合計 748,010 748,104

利益剰余金

利益準備金 5,856 5,856

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,251,250 △1,309,009

利益剰余金合計 △1,245,394 △1,303,153

自己株式 △10,484 △10,560

株主資本合計 1,886,530 1,828,789

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △151,416 △153,571

評価・換算差額等合計 △151,416 △153,571

純資産合計 1,735,114 1,675,217

負債純資産合計 4,749,756 4,563,453
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収入 4,393,367 5,073,718

営業原価 4,203,918 4,698,289

営業総利益 189,448 375,429

販売費及び一般管理費 ※1
 332,193

※1
 291,148

営業利益又は営業損失（△） △142,744 84,280

営業外収益

受取利息 660 386

受取配当金 9,598 9,898

受取保険料 － 6,952

受取補償金 38,628 －

雑収入 24,705 23,948

営業外収益合計 73,592 41,186

営業外費用

支払利息 31,314 31,448

貸倒引当金繰入額 － 738

雑損失 6,432 1,784

営業外費用合計 37,746 33,972

経常利益又は経常損失（△） △106,898 91,494

特別利益

固定資産売却益 1,363 131

投資有価証券売却益 85,832 1,106

貸倒引当金戻入額 528 －

賞与引当金戻入額 19,138 8,678

その他 2,009 －

特別利益合計 108,873 9,915

特別損失

固定資産売却損 10 －

固定資産除却損 1,332 326

投資有価証券売却損 1,401 －

投資有価証券評価損 36,882 41,445

貸倒引当金繰入額 3,131 －

過年度事業所税 － 6,953

過年度事業税 － 9,399

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,152

その他 554 909

特別損失合計 43,311 61,186

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △41,337 40,223

法人税、住民税及び事業税 4,264 5,207

法人税等還付税額 － △22,742

法人税等合計 4,264 △17,535

四半期純利益又は四半期純損失（△） △45,602 57,758
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【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

営業収入 1,594,225 1,701,723

営業原価 1,452,825 1,574,882

営業総利益 141,399 126,841

販売費及び一般管理費 ※1
 128,268

※1
 96,716

営業利益 13,131 30,124

営業外収益

受取利息 169 100

受取配当金 646 1,140

雑収入 8,111 6,409

営業外収益合計 8,928 7,651

営業外費用

支払利息 9,375 10,793

雑損失 1,041 205

営業外費用合計 10,416 10,998

経常利益 11,642 26,777

特別利益

固定資産売却益 25 51

投資有価証券売却益 4,079 1,106

投資有価証券評価損戻入益 445 －

貸倒引当金戻入額 528 1,515

賞与引当金戻入額 31,487 －

その他 1,250 －

特別利益合計 37,816 2,672

特別損失

固定資産除却損 1,283 －

投資有価証券評価損 － 41,445

その他 547 －

特別損失合計 1,830 41,445

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 47,628 △11,995

法人税、住民税及び事業税 1,421 1,735

法人税等合計 1,421 1,735

四半期純利益又は四半期純損失（△） 46,206 △13,730

EDINET提出書類

株式会社大運(E04247)

四半期報告書

15/28



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△41,337 40,223

減価償却費 100,346 89,035

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,152

のれん償却額 20,948 20,948

貸倒引当金の増減額（△は減少） 32,263 △1,655

賞与引当金の増減額（△は減少） △52,179 △31,726

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,847 51,055

受取利息及び受取配当金 △10,258 △10,285

支払利息 31,314 31,448

為替差損益（△は益） 704 1,049

有形固定資産売却損益（△は益） △20 1,105

投資有価証券売却損益（△は益） △84,431 △1,106

投資有価証券評価損益（△は益） 36,882 41,445

売上債権の増減額（△は増加） △133,312 36,441

仕入債務の増減額（△は減少） 160,073 △40,744

立替金の増減額（△は増加） 30,007 △53,863

その他の資産の増減額（△は増加） 17,963 △16,247

その他の負債の増減額（△は減少） 10,767 △69,972

小計 123,578 89,305

利息及び配当金の受取額 10,258 10,285

利息の支払額 △32,178 △31,435

法人税等の支払額 △8,136 △21,345

法人税等の還付額 － 14,766

営業活動によるキャッシュ・フロー 93,522 61,575

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △155,500 △19,200

定期預金の払戻による収入 16,000 －

有形固定資産の取得による支出 △46,633 △33,572

有形固定資産の売却による収入 2,308 1,162

無形固定資産の取得による支出 － △766

投資有価証券の取得による支出 △106,421 △39,327

投資有価証券の売却による収入 337,195 11,274

短期貸付けによる支出 － △8,000

短期貸付金の回収による収入 － 8,000

長期貸付けによる支出 △7,070 －

長期貸付金の回収による収入 10,438 3,438

差入保証金の差入による支出 △4 －

差入保証金の回収による収入 26,145 －

出資金の払込による支出 △686 △225

その他の支出 － △8,096

その他の収入 － 100

投資活動によるキャッシュ・フロー 75,770 △85,212
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(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △218,000 6,500

長期借入れによる収入 325,000 698,300

長期借入金の返済による支出 △414,306 △458,343

社債の償還による支出 △10,000 －

株式の発行による収入 145,480 －

株式交付費 △11,875 －

自己株式の売却による収入 79 38

自己株式の取得による支出 △413 △56

配当金の支払額 △253 △1,011

リース債務の返済による支出 △9,529 △12,233

財務活動によるキャッシュ・フロー △193,817 233,193

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △24,524 209,570

現金及び現金同等物の期首残高 637,799 680,677

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 613,274

※1
 890,248
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更
「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し
ております。
これにより、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ538千円、税引前四半期純利益は、2,690千

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始により差入保証金より控除された金額は2,690千円でありま
す。

　

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

1.一般債権の貸倒見積高の算定方法
当第３四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前

事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。

2.固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算定しており
ます。

　

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

1.税金費用の計算

税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積
り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第３四半期会計期間末

(平成22年12月31日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

※１ 　

有形固定資産の減価償却累計額 1,476,746千円

※２　第３四半期会計期間末日満期手形の取り扱い

　第３四半期会計期間末日満期手形の会計処理について
は、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま
す。

　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日で
あったため、次の第３四半期会計期間末日満期手形が、
第３四半期会計期間末残高から取り除かれております。

　受取手形　　 1,257千円

　支払手形　　22,849千円

※１ 　

有形固定資産の減価償却累計額

 

 

 

1,425,835千円

 

　 　

　

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

　

前第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 47,286千円

従業員給料（賞与除く） 56,764千円

退職給付費用 3,159千円

貸倒引当金繰入額 27,214千円

減価償却費 11,455千円

のれん償却額 20,948千円

雑費 66,586千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 31,707千円

従業員給料（賞与除く） 44,280千円

退職給付費用 9,615千円

減価償却費 11,908千円

のれん償却額 20,948千円

雑費 76,156千円

 

　
　

　

第３四半期会計期間

　

前第３四半期会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 12,369千円

従業員給料（賞与除く） 16,527千円

退職給付費用 1,213千円

貸倒引当金繰入額 12,206千円

減価償却費 3,686千円

のれん償却額 6,982千円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

 

役員報酬 9,879千円

従業員給料（賞与除く） 15,762千円

退職給付費用 3,343千円

減価償却費 3,969千円

のれん償却額 6,982千円

雑費 22,557千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の第３四半期累計期間末残高
と第３四半期貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係（平成21年12月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の第３四半期累計期間末残高
と第３四半期貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係（平成22年12月31日現在）

　

現金及び預金勘定 990,274千円

担保差入定期預金 △374,900千円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△2,100千円

現金及び現金同等物 613,274千円

　

　

現金及び預金勘定 1,304,348千円

担保差入定期預金 △414,100千円

現金及び現金同等物 890,248千円

　

　 　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

会計期間末

（株）

　普通株式 62,280,394

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第３四半期

会計期間末

（株）

　普通株式 92,869

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

　
(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末に属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

当社は子会社及び関係会社を有していないので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

ストック・オプション等関係につきましては、当四半期会計期間において変動はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は統括本部において港湾運送事業を統括し、国内本部において自動車運送事業を統括しております。自

動車運送事業の売上高の68.1％は、当社港湾運送事業への内部売上で、両事業の関連性は高いですが、自動車

運送事業の売上高は、すべての事業セグメントの10％を超えており、「港湾運送事業」及び「自動車運送事

業」の２つを報告セグメントとしております。

「港湾運送事業」は港湾運送輸出・輸入業、近海輸送業、港湾荷役業、倉庫業を含んでおります。「自動車運

送事業」は、海上コンテナ輸送、フェリー輸送、トラック輸送を含んでおります。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

合計
（注）３港湾運送事業

自動車運送
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,840,760224,4685,065,2288,4905,073,718 － 5,073,718

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

1,083,419477,7161,561,135－ 1,561,135(1,561,135)－

計 5,924,179702,1846,626,3648,4906,634,854(1,561,135)5,073,718

セグメント利益 335,39733,782369,1806,248375,429 － 375,429

(注) １.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険その他を含んでおります。

２.　セグメント利益の調整額の内容は、セグメント間取引及び振替高の消去であります。

３.　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

　
報告セグメント

その他 合計 調整額 合計港湾運送業
事業

自動車運送
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 1,626,96571,6051,698,5703,1521,701,723 － 1,701,723

　セグメント間の内部売上
高又は振替高

369,802150,721520,523 － 520,523(520,523) －

計 1,996,768222,3262,219,0943,1522,222,247(520,523)1,701,723

セグメント利益 116,9086,736123,6443,196126,841 － 126,841

(注) １.　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険その他を含んでおります。

２.　セグメント利益の調整額の内容は、セグメント間取引及び振替高の消去であります。

３.　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 369,180

「その他」の区分の利益 6,248

全社費用（注） △291,148

四半期損益計算書の営業利益 84,280

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第３四半期会計期間（自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 123,644

「その他」の区分の利益 3,196

全社費用（注） △96,716

四半期損益計算書の営業利益 30,124

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期会計期間末

(平成22年12月31日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 27円90銭

　

　

１株当たり純資産額 26円94銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第３四半期会計期間末

(平成22年12月31日)

前事業年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,735,114 1,675,217

普通株式に係る純資産額（千円） 1,735,114 1,675,217

普通株式の発行済株式数（千株） 62,280 62,280

普通株式の自己株式数（千株） 92 92

期末の普通株式の数（千株） 62,187 62,188

　

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

　

１株当たり四半期純損失（△） △0円78銭
　

　潜在株式調整後１株当たり

　四半期純利益
－

　

　

１株当たり四半期純利益 0円93銭
　

　潜在株式調整後１株当たり

　四半期純利益
－

　
　 　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第３四半期累計期間においては１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。当第３四半期累

計期間においては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の算定上の基礎

　

前第３四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △45,602 57,758

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

△45,602 57,758

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,688 62,187

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動が

ある場合の概要

― ―
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  第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 0円78銭
　

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 －

　

　

１株当たり四半期純損失（△） △0円22銭
　

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 －

　
　 　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第３四半期会計期間においては１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。前第３四半期会

計期間においては希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額の算定上の基礎

　

前第３四半期会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失（△）（千円）

46,206 △13,730

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円）

46,206 △13,730

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 58,688 62,187

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった

潜在株式について前事業年度末から重要な変動が

ある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月12日

株式会社　大　運

取 締 役 会  御中

　

かがやき監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    上    田    勝    久    印

　
代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    奥    村    隆    志    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大運の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第90期事業年度の第３四半期会計期間(平成21年

10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大運の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月９日

株式会社 大運

取締役会  御中

　

かがやき監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    上    田    勝    久    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    原    康    則    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大運の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第91期事業年度の第３四半期会計期間(平成22年

10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大運の平成22年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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